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３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業） 

№1-1  

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

整理番号 【No.1－1（医療分）】 

事業名 地域医療機能強化特別事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,900,544千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 医療機関、病院協会 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

京都府において、地域医療構想の実現のためには各医療機関による「地

域の実情に応じた病床の機能分化」を円滑に進めることが求められて

いる。 

アウトカム指標：  

2025年の必要病床整備量に対する病床の整備量の割合（回復期病床） 

800床 

8,542床－2,462床 

事業の内容 地域医療構想を実現するため，病院協会や医療機関における病床機能

分化の自主的な取組を支援する 

アウトプット指標  急性期病床、慢性期病床から回復期病床へ転換した医療機関数 

（H29 予定 10 医療機関） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域における医療需要と供給に基づき、バランスのとれた医療機能

の分化と連携を適切に推進することで、不足する回復期病床の増加

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,900,544 

 (千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 211,171 

 (千円) 

基金 国（Ａ） 633,514 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

316,758 

(千円) 

民 422,343 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 950,272 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ）  950,272 

(千円) 

備考（注３）  

 

  

＝13.1％ 
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№1-2  

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

整理番号 【No.1－2（医療分）】 

事業名 医療推進基盤整備事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

432,400千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 医師会、病院協会、歯科医師会、訪問看護ステーション事業所、訪問

リハビリテーション事業所 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想において、慢性期病床数の維持と回復期病床数の充実

とを定めており、その達成のためには、医療需要の低い入院患者を地

域に移行することで、慢性期病床の増加を防ぎ、回復期病床増加の妨

げとしないことが必要である。 

アウトカム指標： 

・慢性期病床 9,305床（H27）を維持 

・回復期病床 2025年の必要病床整備量に対する病床の整備量の割合 

800床 

8,542床－2,462床 

事業の内容 患者の退院後も継続して支援を行う訪問リハビリテーション事業所や

訪問看護ステーション事業所に対して、開設や増員に伴う支援を行う。 

また、在宅医療に取り組む医療機関に対し、更なる地域移行を進める

ための機器整備や、その核となる人材育成等体制整備を行う。 

アウトプット指標 在宅医療（新規・拡充）に取り組む施設数 290 施設 

訪問看護ステーション事業所（新規・拡充）36 事業所 

訪問リハビリテーション事業所（新規） 7 事業所 

在宅医療を担うかかりつけ医のリーダーの養成数 60 人 

新人看護師 OJT 研修受講者数 120 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅での医療供給体制を強化することにより、現在、療養病床や一

般病床に入院している医療需要の低い患者を地域に移行することが可

能となり、地域医療体制の充実（病床機能分化・連携）が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

432,400 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公   

48,044 

 (千円) 基金 国（Ａ） 144,133 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

72,067 

(千円) 

民 96,089 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 216,200 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

＝13.1％ 
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その他（Ｃ） 216,200 

(千円) 

(千円) 

 

備考（注３）  
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№1-3  

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

整理番号 【No.1－3（医療分）】 

事業名 京都認知症総合センター等整備による認知症

医療体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

40,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 医療法人、社会福祉法人、市町村等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後の高齢化の進展により、多くの認知症高齢者が合併症のため

急性期病床に入院することが想定されるが、急性期病床では身体疾

患の治療を行った後、必要に応じて、速やかに回復期病床等におい

て治療することになるが、これらを円滑に行うためには、入院前ま

たは退院後を含めた認知症医療の充実が不可欠である。 

アウトカム指標：  

・2025年の必要病床整備量に対する病床の整備量の割合（回復期病床） 

800床 

8,542床－2,462床 

事業の内容 診療所、デイケア、居場所（地域支援機能）等が提供できる複合施

設の整備 

アウトプット指標 複合施設を２箇所整備する。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症の容態に応じた医療サービスを提供する事業所等を総合的に

整備し、適切なケアを受けることができる環境を整えることで、認

知症高齢者の在宅での生活が可能となり、適切な早期の入退院につ

ながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

40,000 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公   

0 

 (千円) 基金 国（Ａ） 13,333 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

6,667 

(千円) 

民 13,333 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 20,000 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 20,000 

(千円) 

備考（注３）  

 

  

＝13.1％ 
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         №1-4  

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

整理番号 【No.1－４（医療分）】 

事業名 地域医療構想に基づく病床機能の転換推進事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

202,779千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 府立医大、京都大学、北部医療センター等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

※ 

地域医療構想における必要病床の整備量を達成するためには、高

齢化の進展により増加する疾病に適切に対応できる医療従事者の

確保が不可欠である。 

アウトカム指標： 

2025年の必要病床整備量に対する病床の整備量の割合（回復期病床） 

800床 

8,542床－2,462床 

事業の内容 リハ、がん等に精通する医師等の養成や、北部地域での機能転換

を行う医療機関で必要となる看護職の確保等に必要な経費に対す

る支援を行うことで、医療資源の効率的な活用を推進し、地域医療

構想の達成に向けた病床の機能分化に寄与する。 

アウトプット指標 ・最先端放射線治療に対応できる医師等医療従事者の養成数：16人 

・病院に配置される緩和ケアチームを有する病院数：45施設 

・高度急性期病院と府北中部の病院との相互人材派遣数：７名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

※ 

地域医療構想の達成に向けて必要とされる回復期機能病床等の

機能転換に不可欠なリハビリテーション科医師や緩和ケアチーム

リーダーとなる医師の確保並びに北部地域の回復期病床の整備に

必要な看護師が追加で確保される。 

  

＝13.1％ 
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№1-5  

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

整理番号 【No.1－5（医療分）】 

事業名 病院－地域連携強化事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

255,187千円 

 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 医師会、歯科医師会、京都地域包括ケア推進機構、医療機関 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

京都府において、地域医療構想の実現のためには病院から退院し、円

滑に在宅療養生活に移行できるよう、病病・病診・病介連携の強化が

求められている。 

 

アウトカム指標：  

2025年の必要病床整備量に対する病床の整備量の割合（回復期病床） 

800床 

8,542床－2,462床 

事業の内容 高齢者があんしんして，退院後に円滑な在宅療養生活に移行できるよ

う、地区医師会、歯科医師会等に拠点を設け、地域で行う、病病・病

診・病介連携に関する取組を支援するとともに、安心した入退院に繋

げる在宅療養あんしん病院登録システムの運用を支援する。 

アウトプット指標 ・実施地域：１５箇所 

・システムを利用する病院・診療所数：139病院・800診療所 

・システム登録者数：累計 20,000人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病病・病診・病介連携に関する取組を強化することで、新たに在宅医

療に取組む医療機関の増加や在宅医療（訪問医療）に係る地域の連携・

診療体制が充実し、患者の希望に応じて入院から在宅へ移行すること

ができる地域医療体制の充実（病床機能分化・連携）が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

255,187 

 (千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 20,000 

 (千円) 

基金 国（Ａ） 170,124 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

85,063 

(千円) 

民 150,124 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 255,187 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ）  (千円) 

備考（注３）  

  

＝13.1％ 
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№1-6 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

整理番号 【No.1－６（医療分）】 

事業名 病床の機能分化・連携を進める上で必要な医療

介護連携推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

48,420千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 府立医大、京都府 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

※ 

高齢化の進展により複数の慢性疾患を有する等疾病構造の変化

が予想されるため、必要とされる医療の内容は「病院完結型から地

域全体で治し、支える地域完結型」に転換する必要がある。 

アウトカム指標： 

2025年の必要病床整備量に対する病床の整備量の割合（回復期病床） 

800床 

8,542床－2,462床 

事業の内容 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、

「構想に基づき、各々の病院が目指す医療機能に特化するための病

病・病診連携等の強化」や「地域における広域的な医療介護連携等

の強化」を担うコーディネーターを医療機関や保健所に配置する。 

アウトプット指標 ・コーディネーター等の配置数：10 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

※ 

地域医療構想達成に向けて必要とされる回復期機能病床等の病

床機能の強化に不可欠な、病病・病診連携等の推進役としてコーデ

ィネーターが複数名確保されることで、病床機能分化・連携が図ら

れる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

48,420 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 32,280 

(千円) 

 基金 国（Ａ） 32,280 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

16,140 

(千円) 

民  

 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 48,420 

 (千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） 0（千円） 

備考（注３）  

  

＝13.1％ 
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３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業） 

№2-1  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

 

整理番号 【No.２－１（医療分）】 

事業名 在宅医療・在宅歯科医療推進事業（研修事業） 
【総事業費 

（計画期間の総額）】 
23,500千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 医師会、歯科医師会、京都私立病院協会、薬剤師会、三療法士会、栄

養士会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅患者に対して、適切な医療・介護サービス

が供給できるよう、在宅医療に係る多職種による提供体制の整備を強

化することが必要である。 

アウトカム指標：自宅で最期を迎えた人の割合の増加（人口動態調査） 

（H28）14.9％ → （H32）15.8％ 

事業の内容 地域で在宅医療を推進のため、医療従事者への研修事業の企画等を通

じて、在宅医療提供体制の強化を図る。 

アウトプット指標 ・在宅医療を担うかかりつけ医向けの研修（ｼﾘｰｽﾞ研修） 10名 

・病院従事者に対する医療介護連携に関する研修 200名 

・在宅医療に用いられる医療材料取扱いに関する研修 400名 

・訪問栄養食事指導に関する研修  150名 

・地域医療の推進に資する療法士養成研修 40名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

早めの対応により、症状の悪化や身体の働きの低下を出来るだけ 

防ぐことを目的とした在宅療養あんしん病院登録システムの運用

や、在宅医療に取り組む医師の確保・養成を行うことで、在宅療養

者を支える環境の整備が促進され、在宅療養生活を希望する人の「円

滑な入院及び早期退院」により、自宅で最期を迎えた人の割合の増加

につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

23,500 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

15,666 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,834 

民 (千円) 

15,666 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

23,500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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№2-2  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

 

整理番号 【No.2－2（医療分）】 

事業名 

在宅 

医療・在宅歯科医療推進事業（在宅医療連携支援

事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 医師会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

国民の６割が在宅療養を希望する一方で、患者及び家族の不安、負担

感が阻害要因となっており、正しい理解による解消が急務である。 

アウトカム指標：自宅で最期を迎えた人の割合の増加（人口動態調査） 

（H28）14.9％ → （H32）15.8％ 

事業の内容 府民を対象とした講演会等の開催や、医療・介護に関するデータ分析

をもとにした在宅医療に対する正しい理解促進等による普及啓発を実

施。 

アウトプット指標 府民向け講演会等の開催（参加者 200名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

府民に対して、在宅療養に関する普及啓発を行うにより、安心して

在宅療養生活を送る高齢者が増加する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

21,000  

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） 14,000  

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

7,000  

(千円) 

民 14,000  

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 21,000  

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 0 

(千円) 

備考（注３）  
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№2-3  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

 

整理番号 【No.2－3（医療分）】 

事業名 
在宅医療・在宅歯科医療推進事業（精神障害者ア

ウトリーチ推進事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,400千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

精神科病院における入院患者は、地域での支援体制が整えば退院可能

な方も多いため、各種支援により地域移行・定着支援を推進する必要

がある。 

アウトカム指標：  

精神科病院の入院後１年時点の退院率 

（H28）91.7％ → （H29）92.3％ 

事業の内容 障害者ケアマネジメントの手法を用いた多職種チーム（医師や看護師、精

神保健福祉士や作業療法士などの専門職で構成するチーム）による訪問支

援等を実施する。 

アウトプット指標 精神障害者アウトリーチに取組む医療機関数 ３医療機関 

アウトカムとアウトプット

の関連 

精神疾患患者に対する訪問支援等を実施することで、地域での支援

体制が整備され、長期間入院する精神障害者が減少する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

9,400  

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） 6,266  

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

3,134  

(千円) 

民 6,266  

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 9,400  

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

6,266  

(千円) 

 

その他（Ｃ） 0 

(千円) 

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

                        №3 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 京都府介護施設等整備事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,967,645千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
丹後、中丹、南丹、京都・乙訓、山城北、山城南 

事業の実施主体 京都府 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療・介護・福祉を一体化した地域包括ケアを推進し、高齢者が住

み慣れた地域で安心して暮らせる社会を実現する。 

アウトカム指標：住んでいる地域は、高齢（者）になっても暮らし

やすい体制が十分に整っていると思う人の割合（府民意識調査） 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型介護老人福祉施設                  129 床 

 小規模多機能型居宅介護事業所                 11 施設 

 認知症高齢者共同生活介護（グループホーム）     6 施設 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所         1 施設 

  介護予防拠点                             3 施設 

施設内保育所                                 1 施設 

 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対

して支援を行う。 

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支

援を行う。 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７次京都府高齢者健康福祉計画等

において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

    (平成 27 年度) （平成 29 年度） 

地域密着型介護老人福祉施設      891 床  →  1,540 床 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所     

903 人分／月 → 1,637 人分／月 

認知症対応型通所介護      4,100 回／週 →  4,687 回／週 

認知症高齢者共同生活介護      3,401 床  →  3,736 床 

小規模多機能型居宅介護        2,798 人／月  → 3,462 人／月 

看護小規模多機能型居宅介護   164 人／月  →  241 人／月 
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アウトカムとアウトプット

の関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、住んでいる地

域は、高齢（者）になっても暮らしやすい体制が十分に整っている

と思う人の割合の増加を図る。 

  

事業に要

する費用

の額 

事業内容 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

（注１） 

基金 その他 

（Ｃ） 

（注２） 
国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービス

施設等の整備 

1,159,749 

(千円) 

 773,165 

(千円) 

386,584 

(千円) 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

632,509 

 (千円) 

421,672 

 (千円) 

210,837 

(千円) 

(千円) 

 

③介護保険施設等の整

備に必要な定期借地権

設定のための一時金 

76,811 

(千円) 

 

51,207 

(千円) 

 

25,604 

(千円) 

 

(千円) 

 

④介護サービスの改善

を図るための既存施設

等の改修 

98,576 

(千円) 

 

65,717 

(千円) 

 

32,859 

(千円) 

 

(千円) 

 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,967,645  

(千円) 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 

（注３） 

（注４） 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
1,311,761 

(千円) 

都道府県（Ｂ） 
655,884 

(千円) 

民 1,311,761 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

1,967,645  

(千円) 

その他（Ｃ） 
0 

(千円) 

備考（注５）  
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３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分４：医療従事者の確保に関する事業） 

№4-1  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

 

整理番号 【No.４－１（医療分）】 

事業名 看護師等養成所運営事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,242,705千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 社会福祉法人、学校法人、医療法人、一般社団法人、独立行政法人

国立病院機構（医療法人、一般社団法人等が運営する養成所は、学

校教育法に基づく専修学校又は各種学校に限る） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護需要の高まり、在宅医療・介護ニーズの多様化により、看護職員

不足の状況である。 

その解消のために、看護師養成所等の養成力を強化する必要がある。 

アウトカム指標： 

・府内就業看護師数：30,296 人（H26）→34,821 人（H29） 

・府内就業助産師数：   903 人（H26）→   993 人（H29） 

事業の内容 資質の高い新人看護職員を確保するために、看護師養成所等に対し、

その運営に要する経費について補助する。 

アウトプット指標 看護師等学校養成所対象施設数：11 施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護師等養成所等の運営を支援することにより、その養成力を強化

し、府内における看護職員の充足を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,242,705 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 40,000 

 (千円) 

 基金 国（Ａ） 225,626 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

112,813 

(千円) 

民 185,626 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 338,439 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 1,904,266 

(千円) 

備考（注３）  
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                        №4-2  
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 【No.４－２（医療分）】 

事業名 看護職員確保対策特別事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,629千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府（委託：看護協会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護需要の高まり、在宅医療・介護ニーズの多様化により、看護職員

不足の状況である。 

その解消のために、地域の実情に応じた就職支援等新人看護職員の確

保や現任者への離職防止対策による看護師確保対策を強化する必要が

ある。 

アウトカム指標： 

・府内就業看護師数：30,296 人（H26）→34,821 人（H29） 

・府内就業助産師数：   903 人（H26）→   993 人（H29） 

事業の内容 ・府域病院等及び養成所合同の就学・就職フェア 

・ワークライフバランス推進ワークショップ事業 

・現任研修、看護学校が行う卒業生支援 

アウトプット指標 
・就職・就学フェア参加者数：400 人 

・ワークショップ事業継続フォロー参加病院：５病院 

・現任研修、看護学校が行う卒業生支援参加者数：850 人 

アウトカムとアウトプット
の関連 

新人看護職員の育成、現任者の離職防止や復職支援等、総合的な看

護職員確保対策を行うことで、看護職員の確保・離職防止につなげ

る。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

4,629  
(千円) 

基金充当
額 

（国費） 

における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） 3,086  

(千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

1,543  
(千円) 

民 3,086  
(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 4,629  
(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
3,086 

 (千円) 
その他（Ｃ） 0 

(千円) 

備考（注３）  
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№4-3  
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 【No.４－３（医療分）】 

事業名 看護職員資質向上推進事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

45,784千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府、看護協会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護需要の高まり、在宅医療・介護ニーズの多様化により、看護職員

不足の状況に加え、質の確保も求められている。 

その解消のために、効果的な実習指導による看護職員の資質向上や、

中堅看護師のモチベーション向上による離職防止が必要である。 

アウトカム指標： 

・府内就業看護師数：30,296 人（H26）→34,821 人（H29） 

・府内就業助産師数：   903 人（H26）→   993 人（H29） 

事業の内容 ①実習指導者講習会の開催 

②認定看護師の養成（皮膚・排泄ケア分野） 

③中堅看護師資質向上研修（がん看護領域） 

④潜在助産師の復職支援プログラム 

アウトプット指標 ①実習指導者養成数：90 名 

②認定看護師養成数：80 名 

③中堅看護師資質向上研修受講者数：40 名 

④潜在助産師再就業者数：10 名 

アウトカムとアウトプット
の関連 

実習指導者や認定看護師等の配置により教育体制を充実させるこ

とで看護職員の資質向上が図られ、看護職員の離職率が低下・確保

につながる。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

45,784 
 (千円) 

基金充当
額 

（国費） 
における 

公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） 7,549  
(千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

3,775  
(千円) 

民 7,549 
(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 11,324 
 (千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
987(千円) その他（Ｃ） 34,460 

(千円) 

備考（注３）  
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№4-4  
事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 【No.４－４（医療分）】 

事業名 看護職員就業環境改善相談事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,086千円 

事業の対象となる医療介護
総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府（委託：看護協会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護需要の高まり、在宅医療・介護ニーズの多様化により、看護職員

不足の状況である。 

その解消のために、勤務環境改善による根本的な離職防止と職員確保

が必要である。 

アウトカム指標： 

・府内就業看護師数：30,296 人（H26）→34,821 人（H29） 

・府内就業助産師数：   903 人（H26）→   993 人（H29） 

事業の内容 ・就業環境改善相談窓口の設置 

・社会保険労務士等による就業環境改善相談 

アウトプット指標 ① 就業環境改善相談件数：100 件 

② 就業環境改善出張相談回数：5 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護職員が働きやすい環境を整備するために、勤務環境に関する

相談窓口を設置し離職防止を図ることで、必要とされる看護職員の

確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金
額 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,086  
(千円) 

基金充当
額 

（国費） 
における 

公民の別 
（注１） 

公  (千円) 
 

基金 国（Ａ） 2,057  
(千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

1,029  
(千円) 

民 2,057  
(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 3,086  
(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
2,057  

(千円) 
その他（Ｃ） 0 

(千円) 

備考（注３）  
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№4-5  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 【No.４－５（医療分）】 

事業名 新人看護職員研修事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

485,456千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

  

事業の実施主体 医療機関、看護協会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

病院等において、新人看護職員が高度・専門化する医療への対応能力

を獲得するための研修を実施することによる看護の質の向上及び早期

離職防止が求められている。 

アウトカム指標：  

・ 府内就業看護師数：30,296人（H26）→34,821人（H29） 

・ 府内就業助産師数：   903人（H26）→   993人（H29） 

事業の内容 ① 各医療機関の実施する OJT研修への支援 

② 新人看護職員の教育を担当する指導者の資質向上研修 

アウトプット指標 ① 新人看護職員研修受講者数：1,250 人 

② 指導者研修受講者数：230 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新人看護職員への教育体制が充実している施設は、新人看護職員の

離職率が低くなっており、自施設の教育内容の充実、指導者の資質向

上を図ることで、新人看護職員の定着につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

485,456 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

33,148 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

16,574 

民 (千円) 

33,148 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

49,722 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

435,734 

備考（注３）  
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№4-6  

事業の区分 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 【No.４－６（医療分）】 

事業名 病院内保育所運営助成費 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

204,994千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 社会福祉法人、医療法人、一般社団法人、共済組合等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護需要の高まり、在宅医療・介護ニーズの多様化により、看護職員

不足の状況である。 

その解消のために、子供を持つ看護職員の離職防止と再就業促進が必

要である。 

アウトカム指標：  

・府内就業看護師数：30,296 人（H26）→34,821 人（H29） 

・府内就業助産師数：   903 人（H26）→   993 人（H29） 

事業の内容 看護職員のみならず医療従事者のために保育所を運営する事業につ

いて助成し、看護職員等の離職防止及び潜在看護職員の再就業を促

進する。 

アウトプット指標 病院内保育所の運営助成対象施設数：46 施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

院内保育所を実施する病院数が増えることにより、看護職員等の離

職防止及び潜在看護職員の再就業の促進につながる。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

204,994 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

123,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

61,667 

民 (千円) 

123,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

185,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

19,994 

備考（注３）  
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№4-7  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 【No.４－７（医療分）】 

事業名 医師派遣等推進事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

49,776千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

  

事業の実施主体 京都府、市町村、日本赤十字社、医療法人等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 京都府は人口当たりの医師数が全国一であるが、京都・乙訓医療圏

以外は全国平均を下回る等、医師の地域偏在や診療科目の偏在があり、

特に、北中部地域での医師確保が喫緊の課題である。 

アウトカム指標：北中部地域での人口 10万対医師数の増加 

   H26     H30 

丹後：168.6人 → 189.6人 

中丹：217.9人 → 221.0人 

南丹：175.8人 → 194.2人 

※医師需給分科会の検討を踏まえて見直し予定 

事業の内容  医師確保困難地域において従事する医師の確保を図るため、医師の

就業斡旋を行う。また、同地域に医師派遣を行う医療機関を支援する。

更に、現在従事している者の技術向上を図るため、学会参加等に関す

る補助を行う。 

アウトプット指標 ・地域医療に従事する医師の就業斡旋（１名） 

・医療対策協議会における議論を踏まえ、医師派遣を行う医療機関に

対する支援（２病院） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

就業や派遣への支援によって、医師確保困難地域（医療圏）における

医師数を増加させる。同地域で勤務することによる最新の医療技術等

の修得に対する不安感を支援によって解消し、医師不足地域における

定着を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

49,776 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,233 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,233 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,617 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,850 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

44,926 

備考（注３）  
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№4-8  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

 

整理番号 【No.４－８（医療分）】 

事業名 女性医師等就労支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

90,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 府内に所在する女性医師等の復職支援や勤務環境の改善等に取り組む

医療機関（市町村、独立行政法人、社会福祉法人、医療法人等）及び

団体 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師不足を解消するためには、女性医師等を確保するための勤務環境

の改善及び保育支援体制の構築による離職防止、復職する際の支援等

の再就業サポートが重要である。 

アウトカム指標：府内人口 10万人対医師数の増加 

H26    H30 

      307.9人 → 330人 

※医師需給分科会の検討を踏まえて見直し予定 

事業の内容 出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等のための

相談・支援窓口の設置・運営、復職研修や就労環境改善の取組を行

うための経費に対して支援を行う。 

アウトプット指標 ・復職支援研修、勤務環境改善事業利用医師数１０人（新規） 

・保育支援利用人数６人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

女性医師等が出産や育児等により仕事と家庭の両立が困難となるこ

とによる離職防止や再就業の促進を図り、勤務する女性医師等が増

加することにより、府内各医療圏における人口 10万人対医師数の改

善につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

90,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,333 

基金 国（Ａ） (千円) 

60,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

30,000 

民 (千円) 

56,667 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

90,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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№4-9  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

 

整理番号 【No.４－９（医療分）】 

事業名 地域医療支援センター運営事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

64,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

京都府は人口当たりの医師数が全国一であるが、京都・乙訓圏域以外

は全国平均を下回る等、医師の地域偏在や診療科目の偏在があり、特

に、北中部地域での医師確保が喫緊の課題である。 

アウトカム指標：北中部地域での人口 10万対医師数の増加 

   H26     H30 

丹後：168.6人 → 189.6人 

中丹：217.9人 → 221.0人 

南丹：175.8人 → 194.2人 

※医師需給分科会の検討を踏まえて見直し予定 

事業の内容 地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に医師不足

病院への医師の配置等を行うため、地域医療支援センターの運営に

必要な経費に対して支援を行う。 

アウトプット指標 ・医師派遣・あっせん数   １０人 

・キャリア形成プログラム数 ８プログラム（累計） 

・地域枠卒業医師に対するキャリア形成プログラム参加医師数８名

（累計） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療に従事する医師のキャリア形成支援及び医師確保困難地域

への医師配置を推進することにより、府内北中部医療圏における人

口 10万人対医師数の改善につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

64,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

36,066 

基金 国（Ａ） (千円) 

42,666 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

21,334 

民 (千円) 

6,600 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

64,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,600 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  



35 

 

         №4-10  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 【No.４－１０（医療分）】 

事業名 医療勤務環境改善支援センター運営 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府（委託：京都私立病院協会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 各医療機関における医療従事者の勤務環境改善の取組について、

専門的・総合的な支援を実施し、離職防止・定着促進を図る必要が

ある。 

アウトカム指標：  

・府内就業看護師数：30,296 人（H26）→34,821 人（H29） 

事業の内容 医療従事者の定着促進のための意識改革研修や、管理者向けの離

職防止のための研修会等を実施し、各医療機関、医療従事者がより

良い医療サービスを提供できるよう支援を図る。 

アウトプット指標 勤務環境改善計画を策定する医療機関数：５０施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機関の勤務環境改善の取組を支援することで、看護職員等医

療従事者の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

10,000 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公   

(千円) 

 基金 国（Ａ） 6,666 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

3,334 

(千円) 

民 6,666 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 10,000 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

6,666 

(千円) 

その他（Ｃ） 0 

(千円) 

備考（注３）  
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№4-11  

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 【No.４－１１（医療分）】 

事業名 産科医等確保支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

90,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

  

事業の実施主体 産科を扱う医療機関 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 医師数の不足と診療科偏在は大きな問題となっているが、特に、 

産科医療を担う医師が不足しており、産科医等の確保が必要である。 

手当支給施設の産婦人科医師数 

 （H28）180人→（H29）186人 

分娩 1,000件当りの分娩取扱い医療機関に勤務する産婦人科医師数 

 （H28）13.5人→（H29）13.7人 

事業の内容  産科医等に対し手当等を支給し、人材の確保・育成を図る。 

アウトプット指標 手当支給施設数 48施設 

手当支給者数  42人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

分娩取扱者に支給される分娩手当等を支給することで、産科医等の

処遇改善を図り、産婦人科・産科医師の確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

90,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

20,000 

基金 国（Ａ） (千円) 

60,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

30,000 

民 (千円) 

40,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

90,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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№4-12  

事業の区分 医療従事者の確保に関する事業 

整理番号 【No.４－１２（医療分）】 

事業名 小児救急医療体制強化支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

70,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全体 

事業の実施主体 ２次医療圏を単位とした地域の拠点病院又は病院群輪番病院 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

緊急搬送の遅延により、小児救急患者が重篤な事態に至ることがない

よう、休日・夜間に小児科医師による診察が受けられ、保護者が安心

して子育てできるような小児救急医療体制の充実が重要である。 

アウトカム指標：小児救急医療体制の維持 

（H28）全６医療圏→（H29）全６医療圏 

事業の内容 ２次医療圏を単位とした地域の拠点病院又は病院群等が実施する休

日・夜間の小児診療体制の整備を支援する。 

アウトプット指標 拠点病院等への補助 １２件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

休日・夜間の小児診療体制の整備を支援することで、地域の小児救急

医療体制を充実・強化し、全医療圏で小児救急医療体制の維持につな

げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

70,000 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  

23,333 

 (千円) 基金 国（Ａ） 46,666 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

23,334 

(千円) 

民 23,333  

 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 70,000 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) その他（Ｃ） 0 

(千円) 

備考（注３）  
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３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

                                No５-１ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 介護人材プラットフォーム「きょうと介護・福祉ジョ

ブネット」事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,079千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府（委託先：(福)京都府社会福祉協議会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

第７次京都府高齢者健康福祉計画等に基づき、介護人材の確保・育成・定

着・専門性の向上を図る。 

アウトカム指標：介護人材確保目標２，３５０人（うち北部３５０人） 

（新たに介護サービスに携わる職員数 7,000人（27～29年度）） 

事業の内容 ・協働戦略検討チーム ：中途人材・潜在資格者等の確保・定着に向け 

たハローワーク連携事業やセミナー等の実施 

・仕事理解・促進チーム：小中学生・地域に対する介護職場理解促進事業

の実施 

・業界育成チーム ：「他産業との競争に負けない、介護業界への参入 

促進に資する魅力発信人材の育成及び活用の 

検討・促進」 

・北部ブランドチーム：北部介護人材養成システムと連携した地域ブラ 

ンドづくりによる介護人材の誘導 

アウトプット指標 事業者、介護職員、学識経験者、教育機関、労働局、行政等の介護

サービスの関係機関が一体となって、働きやすい環境を整備し、人

材確保・育成の理念や方向性について共通の認識のもと、具体的な

事業の企画・調整を行うことにより、総合的な取組を推進し、質の

高い介護人材の安定的な確保・定着を目指す。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

事業者、介護職員、学識経験者、教育機関、労働局、行政等の介護

サービスの関係機関が一体となって、働きやすい環境を整備し、人

材確保・育成の理念や方向性について共通の認識のもと、具体的な

事業の企画・調整を行うことにより、総合的な取組を推進し、質の

高い介護人材の安定的な確保・定着を目指す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,079 

基金充当

額（国費） 

公  (千円) 

0 
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基金 国（Ａ） (千円) 

4,719 

における 

公民の別 

（注１） 都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,360 

民 (千円) 

4,719 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)   

7,079 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,719 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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No５-２ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業 

事業名 人材育成認証システム推進事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

66,613千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府（委託先：（株）パソナ、（株）エイデル研修所、(福)京都府

社会福祉協議会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

就職先として選ばれる業界を目指す。 

アウトカム指標：介護人材確保目標２，３５０人（うち北部３５０人） 

（新たに介護サービスに携わる職員数 7,000人（27～29年度）） 

事業の内容 人材育成に積極的に取組む介護事業所を京都府が認証し、学生等に

公表認証取得に向けての取組を研修やコンサルティングで京都府

が支援 

（１） 介護業界を正しく理解できる情報を発信（「見える化」）することによ

り、新規学卒者をはじめとする若年者の介護業界への就職・定着を

促進する。 

（２） これからの介護を支え、地域包括ケアを実践・推進できる中核人材

を育成する。 

（３） 介護業界自らが、一体となって人材確保・定着に努力する環境を

整備する。 

アウトプット指標 宣言事業者３００ 認証事業者１５０ 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護事業者の人材育成等、人材確保の取組を広く周知し、介護サー

ビス事業への理解度を深め、介護サービス従事者数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

66,613 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

915 

基金 国（Ａ） (千円) 

44,420 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

22,193 

民 (千円) 

43,505 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

66,613 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

43,505 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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No５-３ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 未経験者研修支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,057千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

中丹・丹後 

事業の実施主体 京都府（委託先：(株)パソナ） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

中丹・丹後地域は、府内でも特に高齢化率が高く、介護の必要な高

齢者を支える介護の確保が緊急かつ重要な課題となっていること

から、離職者向けの職業訓練を実施することにより、介護職場で即

戦力として活躍できる人材を育成する。 

アウトカム指標：府北部地域での介護人材確保数 

事業の内容 ・高等技術専門校等と協働し、北部事業所から講師を募り、無資格

者に対し研修を実施し、即戦力の人材を養成。 

アウトプット指標 介護人材確保人数：３５０人（北部） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修により即戦力人材を養成するとともに、地域の介護職員が講師

を務めることにより、地域の現任職員のスキルアップにもつなげ、

地域内で人材を育てる仕組みづくりを促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

31,057 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,567 

基金 国（Ａ） (千円) 

20,705 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,352 

民 (千円) 

19,138 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

31,057 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

19,138 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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No５-４ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多彩な人材層（若者、女性、高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

事業名 地域マッチング機能強化事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

60,848千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府（委託先：(福)京都府社会福祉協議会、(株)パソナ）、介護

職場就職フェア実行委員会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

不足する介護人材を確保するため、求職者と介護事業所の出会いの

場を提供する。また、セミナーや施設見学会、相談会等の開催等に

よりきめ細かい就職支援を実施することにより、適切なマッチング

を行い、介護人材の定着に資する。 

アウトカム指標：介護人材確保及び定着率の向上  

事業の内容 ○介護事業者・職能団体、行政等で構成する実行委員会による合同

就職説明会 

○職場見学・体験、各種セミナー及び業界研究イベントの開催等 

○介護福祉士養成施設等での就職ガイダンスの実施 

○介護人材センターにおける介護職場へのマッチング支援    等 

アウトプット指標 【介護人材マッチング】就職内定者 400人 

【カフェ・人材養成事業】就職内定者 500人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

セミナーや施設見学等の様々なツールを活用した適切なマッチン

グを行うことにより、就職後の定着率向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

60,848 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

40,564 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

20,284 

民 (千円) 

40,564 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

60,848 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

40,564 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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No５-５ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多彩な人材層（若者、女性、高齢者）に応じたマッチング機能強化

事業 

事業名 地域マッチング機能強化事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,282千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

中丹・丹後 

事業の実施主体 京都府（（株）パソナ） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

中丹・丹後地域は、府内でも特に高齢化率が高く、介護の必要な高齢者

を支える介護人材の確保が緊急かつ重要な課題となっていることから、

離職者向けの職業訓練を実施することにより、介護職場で即戦力として

活躍できる人材を育成する。 

アウトカム指標：介護人材確保及び定着率の向上 

事業の内容 総合就業支援拠点「北京都ジョブパーク」内の介護人材カフェにおいて、

就職相談、セミナー、就職説明会等を実施し、個々の求職者にふさわし

い就職支援を行うとともに、事業所に対して人材確保・定着に係る支援

を行う。 

アウトプット指標 介護人材確保人数 350人（北部） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

就職相談、セミナー等の様々なツールを活用した適切なマッチングを 

行うことにより、就職後の定着率向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

14,282 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

9,521 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,761 

民 (千円) 

 9,521 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

14,282 

うち受託事業等（再掲）

（注２） 

(千円) 

9,521 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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No５-６ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多彩な人材層（若者、女性、高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

事業名 福祉就活サポートプログラム事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,650千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府（委託先：（株）パソナ） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

大学生・短大生の介護業界への就職・定着を促進する。 

アウトカム指標：就職内定者 50人 

事業の内容 大学等と連携し、就職先が決定していない学生に、介護事業所説明

会やインターンシップ（職場体験）等の機会を提供することにより、

学生の就業を支援するとともに、介護人材の確保・定着を図る。 

アウトプット指標 就職内定者 50人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護経験のない学生に、職場体験に参加していただいた上で介護業

界へ就職を決めてもらうことにより、業界の人材確保・定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

14,650 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

9,766 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,884 

民 (千円) 

9,766 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

14,650 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

9,766 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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No５-７ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上  

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 キャリアアップ研修支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

113,790千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府（委託先：（公社）京都府介護支援専門員会、京都府老人福祉施設

協議会、 京都市老人福祉施設協議会、（福）京都府社会福祉協議会 等） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

・介護職員、看護職員及び配置医、かかりつけ医等が連携して、入所者、

在宅療養者への安心・安全な医療的ケアの提供に向けた介護・医療連

携体制を構築する必要がある。 

・介護支援専門員の資質の向上を図るための体系的な研修を実施するこ

とにより、介護保険利用者の自立支援に資する適切なケアマネジメン

トの実現を図る必要がある。 

・最期まで自分らしい暮らしを送ることができる社会を実現するため、

療養する場所等が柔軟に選択できる環境と体制を構築する必要がある。 

アウトカム指標： 

① 医療的ケアのできる介護職員数 

② 介護サービスの満足度の向上(H26 86.1％) 

③ 在宅看取りを希望する人の在宅死の割合 

④ 看取りを実施している施設の割合 

事業の内容 ○介護職員等がたん吸引等の医療的ケアを行うために必要な研修の実施 

○介護支援専門員に対する法定研修 

○在宅における看取りを支えるため介護支援専門員の専門的ケアの向上

及び多職種による協働を推進するリーダーを養成 

○多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業     

等 

アウトプット指標 【京都府喀痰吸引等研修事業】 指導看護師の養成 
 
【介護支援専門員資質向上事業】 

実務研修 600人／再研修・更新研修（実務未経験） 370人 

専門研修・更新研修（課程Ⅰ・Ⅱ） 990人/主任研修・更新研修 270人 
 

【看取りサポート人材】 

介護支援専門員 300人／施設における介護職員 150人 (29年度まで) 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

・医行為研修の指導者（指導看護師）を養成するとともに、関係機関の

連携体制を構築することによって、医行為を実施できる介護職員を養

成し、重度要介護者のニーズに安全かつ的確に対応することができる。 

・介護支援専門員の養成及び資質を向上させる研修を実施することによ
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り、介護サービスを受ける府民の満足度の向上を図る。 

・多職種協働を推進するリーダーや看取りを支えるリーダーを養成する

ことにより、看取りの体制構築、環境整備を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

113,790 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

7,893 

基金 国（Ａ） (千円) 

75,858 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

37,932 

民 (千円) 

 67,965 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

113,790 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

54,499 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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No５-８ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策支援 

事業名 代替要員の確保対策支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

996千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

京都・乙訓 

事業の実施主体 京都市 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

事業所のリーダークラスの職員が長期間職場を離れる指導者養成研修

は、事業所にとって負担の大きい研修であることから、受講者派遣法

人に対する支援を行う必要がある。 

アウトカム指標：指導者養成研修修了者数 

事業の内容 ○認知症介護指導者養成研修派遣法人への研修期間中の代替人件費補

助 等 

アウトプット指標 認知症介護指導者養成研修 受講者３名 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

指導者が慢性的に不足している状況を改善するべく、指導者養成研修

修了者を増やしていく。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

996 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

332 

基金 国（Ａ） (千円) 

 332 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

166 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

498 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

498 

備考（注３）  
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No５-９ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在有資格者の再就業支援 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 潜在有資格者再就業支援事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,360千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府（委託先：(福)京都府社会福祉協議会） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材が不足する中、介護福祉士や介護職員初任者研修の資格を

取得しているものの、介護事業所に就労していない方が多数存在す

ることから、再就業のサポートを行うことにより、人材の掘り起こ

しに繋げる。 

アウトカム指標：潜在有資格者の登録から就職支援までのサイクル

の確立 

事業の内容 ① 「潜在有資格者」の登録（対象者：退職時や卒業時、介護職場に就

職しない者等） 

② 28年度に開始した再就職準備金貸付事業と連携した効果的な呼び

戻し 

③ 現場復帰までの相談、研修会の開催、求人情報の配信等による支

援の実施 

④ 再就業研修受講者や潜在有資格者登録者を対象に事業所団体 
等と連携し、交流会等を実施。 

アウトプット指標 雇用創出数：就職人数３５０名（内定含む） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職場の離職時の潜在有資格者登録制度の普及を促進し、何らか

の理由により一度職場を離れた方も、就職を希望する際には必要な

情報や復職支援を受けることができ、安心して職場復帰できるサイ

クルの確立につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,360 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,906 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,454 

民 (千円) 

4,906 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,360 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,906 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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No５-１０ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

114,194千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府（委託：(一社）京都府老人福祉施設協議会等）、京都市 等 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

認知症高齢者が増加している昨今の状況を受け、認知症になっても

安心して今までの暮らしを続けてもらえるよう、認知症介護に係る

正しい知識と技術を有する介護職員等の裾野を拡げる必要がある。 

アウトカム指標： 

① 介護職員数に対する研修修了者数 
② 住んでいる地域は、高齢（者）になっても暮らしやすい体制が
十分に整っていると思う人の割合〔府民意識調査〕 

③ 認知症グループホーム整備数の増加（京都市） 

事業の内容 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる社会の実現

に向け、認知症に対する正しい理解と適切かつ質の高いケアを行う

ため、介護従事者等に対し認知症ケアに関する研修等を実施。 

アウトプット指標 ○認知症介護実践者研修：修了者数  300人 

○全市町村への認知症地域支援推進員の設置（29年度まで） 

○オレンジロードつなげ隊による普及啓発活動：１0 回×７つなげ隊  

○認知症サポート医 100人/受講かかりつけ医 2,000人（29年度まで） 

○リンクワーカーの養成：全市町村で 1 名以上の養成   

アウトカムとアウトプット

の関連 

・認知症介護を実践する上で必要な知識や技術を修得するための研修
を実施することにより、認知症介護を正しく実践できる介護職員等の増
を図る。 

・認知症対応力向上研修等を受講することで認知症の早期発見・早
期対応体制が構築されるため、高齢者が暮らしやすい地域づくり
に繋がる。 

・増加する介護ニーズに的確に対応するため、法定研修を実施すること

により、小規模多機能型居宅介護や認知症グループホームの整備促

進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

114,194 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

54,763 

基金 国（Ａ） (千円) 

72,422 

都道府県 (千円) 民 (千円) 



50 

 

（Ｂ） 36,219 （注１） 17,659 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

108,641 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

17,659 

その他（Ｃ） (千円) 

5,553 

備考（注３）  
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No５-１１ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケア人材育成・資質向上事業 

事業名 地域包括ケア人材育成・資質向上事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,000千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府、市町村、団体 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

・地域包括ケアの更なる推進により、高齢者が地域において、安心して生活

できる体制の構築を図る必要がある。 

・各市町村における医療・介護連携が促進するよう、効果的な事業を例示し

て市町村を政策誘導するとともに、専門団体との連携を促し、地域の実情

に応じた地域包括ケアシステムの構築を支援する必要がある。 

アウトカム指標： 

①府内高齢者人口７３５千人あたり総合事業対象者人口６2千人 

②高齢者等が住み慣れた地域で２４時間３６５日安心して生活できる環境の整備 

③市町村の地域包括ケア施策の完全実施 

事業の内容 全市町村で第 1層、2層の協議体メンバーとして生活支援サービスを担う団

体並びに第１層生活支援コーディネーターの養成及び第２層生活支援コー

ディネーターの養成を実施。                 等 

アウトプット指標 ・生活支援コーディネーター養成等研修講座の開催 年３回程 

・市町村における地域包括ケアの推進 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

・各市町村で生活支援コーディネーターを配置し、府内高齢者人口の約 
８％の総合事業対象者向けのサービスを開発、提供していくために、 
制度、コーディネーターの役割、課題把握の仕方を学んでいただくための
研修を実施 

・各地域に応じた取組の支援により、高齢者等が安心して生活できる環境を

整備する。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 17,000 

基金充

当額 

（国費） 

におけ

る 

公民の

別 

（注１） 

公  (千円) 

11,333 

基金 国（Ａ） (千円) 

11,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

 5,667 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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No５-１２ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業） 

事業名 市民後見人養成事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,156千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 京都府（委託：（一社)京都社会福祉士会）、京都市、福知山市、京

丹後市、南丹市 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

・成年後見制度利用のニーズは全国的に増加しており、専門職のみ
では対応できなくなりつつある。また、市民後見人は孤立しがち
な単身高齢者の生活の実務的な面のみでなく、専門職に比べ地域
の中で見守り、きめ細やかなケアを行うことができる。 

・市町村職員等に成年後見人制度の理解の強化を図り、正しい知 

識、認識を持って対応するとともに利用促進を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

① 研修参加者 
② 成年後見支援センターから市民後見人候補者に依頼した際の承諾率 

③ 成年後見に関する相談件数 

事業の内容 ○市町村、地域包括の職員への研修等の実施 

○市民後見人の取組の啓発や活動の推進   等 

アウトプット指標 弁護士、司法書士、社会介護士等の専門職による助言を行うとと 

もに、市町村、地域包括の職員への研修等の実施を通じ、市町村 

における市民後見人養成等の取組を促進 

アウトカムとアウトプット

の関連 

弁護士、司法書士、社会介護士等の専門職による助言を行うととも

に、市町村、地域包括の職員への研修等の実施を通じ、市町村にお

ける市民後見人養成等の取組を促進することで、理解度を深め、研

修参加者数、成年後見支援センターから市民後見人候補者に依頼し

た際の承諾率、成年後見に関する相談件数の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,156 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

4,173 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,770 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,386 

民 (千円) 

597 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,156 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

597 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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No５-１３ 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）介護予防の推進に資するＯＴ、ＰＴ、ＳＴ指導者育成

事業 

事業名 新・地域包括ケア総合交付金（総合リハビリテー

ション地域包括支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,000 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

府全域 

事業の実施主体 市町村及び団体 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

リハビリテーションの専門職等を活かした自立支援に資する取組を推

進する必要がある。 

アウトカム指標：地域リハビリテーション活動支援事業実施市町村数 

事業の内容 基幹的な地域包括支援センターへの理学療法士等の配置やリハビリ

テーション啓発・指導者の育成等の取組の推進 

アウトプット指標 基幹的な地域包括支援センターへの理学療法士等の配置やリハビリ 

テーション啓発・指導者の育成に取り組む団体等の数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

市町村及び団体の取組に、リハビリテーションを関与させることによ

り、地域リハビリテーション活動支援事業を進める。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

8,000 

基金 国（Ａ） (千円) 

8,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

 4,000 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

 

 


